
様式第一号

法人名

所在地

(単位：千円)

前払費用

短期貸付金

その他流動資産

負　債　合　計

純   資   産   の   部

科　　　　　目 金　　額

【積立金】

純 資 産 合 計 1,353,485

リース資産 4,713

建設協力金 165,000

車両運搬具 0

土地 1,112,184

建物

4,069

5,099,069

短期借入金 200,000

10,999

未払費用 192,351

一年内返済長期借入金

貸倒引当金 △ 955

60,010

【その他の資産】 235,596

1,848,392

構築物

機械装置

3,697,362

309

貸借対照表

561

器械備品 671,499

施設利用権

医薬品 18,342

診療材料 10,011

205

現金及び預金 1,457,566 買掛金 324,640

未払金 7,112

金　　額

【流動負債】 1,453,793

科　　　　　目 金　　額

【流動資産】 2,517,526

未収金 75,403

社会医療法人　新潟臨港保健会

新潟県新潟市東区桃山町1丁目114番地3 

※医療法人整理番号

資   産   の   部 負   債   の   部

医業未収金 940,005

科　　　　　目

280

一年内返還建設協力金

前受収益

847

【固定資産】 3,935,028

貯蔵品 1,649

14,450

【有形固定資産】

1,244

敷金 456

132,383長期前払費用

【無形固定資産】 2,069

電話加入権 1,479

ソフトウェア

賞与引当金 101,733

（令和  8年  3月 31日 現在）

資　産　合　計 6,452,555

その他の投資 11

投資有価証券 101,500

長期貸付金

長期未払金 425,172

【固定負債】 3,645,276

長期借入金 2,560,263

9,195

リース債務 1,504

預り金

未払消費税等

未払法人税等

367,972

一年内支払長期未払金 196,234

22,178

7,974

11,896

負債・純資産合計 6,452,555

1,353,485

設立等積立金 6,591

繰越利益積立金 1,346,893

退職給付引当金 490,772

リース債務



様式第二号

法人名 社会医療法人　新潟臨港保健会

所在地 新潟県新潟市東区桃山町1丁目114番地3 

(単位：千円)

【特別利益】

施設設備補助金収益 1,867 1,867

損益計算書
（自　 令和  7年  4月  1日　　至　 令和  8年  3月 31日）

※医療法人整理番号

科           目 金           額

【事業損益】

【事業費】 5,586,200

【本来業務事業損益】

【事業収益】 6,106,346

【事業費用】

【本部費】 106,953 5,693,153

本来業務事業利益 413,193

【附帯業務事業損益】

【事業収益】 131,046

【事業費用】 126,057

附帯業務事業利益 4,989

【収益業務事業損益】

【事業費用】 2,183

【事業収益】 45,578

【事業外収益】

収益業務事業利益 43,395

事業利益 461,577

受取利息・配当金 4,697

その他の事業外収益 5,612 10,310

支払利息 45,653

【事業外費用】

その他の事業外費用 1,200 46,853

経常利益 425,033

法人税・住民税及び事業税 9,195 9,195

【特別損失】

固定資産除却損 0

その他の特別損失 81,387 81,387

当期純利益 336,317

税引前当期純利益 345,513



2018年度より「医療法人会計基準（平成 28 年 厚生労働省令第 95 号）」に基づいて作成しております。

Ⅰ.継続事業の前提に関する事項

該当事項はありません。

Ⅱ.資産の評価基準及び評価方法

　1.有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のないもの・・・移動平均法による原価法

　2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

医薬品・・・最終仕入原価法に基づく低価法

診療材料・・・最終仕入原価法に基づく低価法

貯蔵品・・・最終仕入原価法に基づく低価法

Ⅲ.固定資産の減価償却の方法

　1.有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております

なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物 3年～50年

機械装置 4年～12年

器械備品 2年～20年

車両運搬具 2年～4年

　2.無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、法人利用のソフトウェアについては、法人における利用可能期間（5年）に基づいております。

　3.リース資産

（1）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により減価償却を行っております。

（2）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　4.その他

有形固定資産に対する減価償却累計額は、当該各資産の金額から直接控除されており、

その金額は、5,003,065千円です。

Ⅳ.引当金の計上基準

　1.貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　2.賞与引当金

職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、当会計年度に負担する支給見込額に基づき計上しております。

　3.退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末おいて発生していると

認められる額を計上しております。なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200 億円未満であることから、

簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。

（1）会計基準適用時差異の費用処理方法

会計基準適用時差異は、発生年度より10年で費用処理しております。

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記



Ⅴ.消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税及び

地方消費税は費用処理しております。

Ⅵ.その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

　1.補助金等の会計処理

　運営費補助金は事業収益に計上し、固定資産の取得に係る補助金等は特別利益に計上しております。

Ⅶ.資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益事業からの繰入金の状況に関する事項

①収益業務から一般会計への繰入金の状況 （単位：千円）

②資産及び負債のうち収益業務に係るもの

（単位：千円）

Ⅷ.担保に供されている資産に関する事項

【担保に供している資産】

【担保に係る債務】

Ⅸ.法第 51 条第 1 項に規定する関係事業者に関する事項

　1.法人である関係事業者

該当事項はありません。

　2.個人である関係事業者

該当事項はありません。

Ⅹ.重要な偶発債務に関する事項

該当事項はありません。

Ⅺ.重要な後発事象に関する事項

該当事項はありません。

前受収益 4,167

建　物 1,848,392

土　地 1,112,184

短期借入金 200,000

土　地 42,717 未払消費税等 4,557

科　　目 金　　額（千円）

資　　産 負　　債

計 2,960,576

計 84,556 計 15,729

科　　目 金　　額（千円）

繰入純額期首残高 元入額 繰入額 繰入純額期末残高

60,042 2,551 36,973 99,566

長期借入金（1年内返済予定を含む） 2,620,253

計 2,820,253

7,004建　物 41,839 未払法人税等



Ⅻ.その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするための必要な事項

　1.退職給付引当金の計算の前提とした退職給付債務等の内容

（1）採用している退職給付制度の概要

当法人は確定給付型の制度として退職一時金制度、確定拠出型の制度として企業型年金制度を設けております。

（2）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（3）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

上記以外に企業型年金制度に基づく退職給付費用として51,681千円計上しております。

　2.補助金等に重要性がある場合の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額

主な補助金等の内訳 （単位：千円）

救急搬送事業 事業収益（本来業務）

病院輪番制事業 事業収益（本来業務）

医療機関光熱費等高騰対策緊急支援事業 事業収益（本来業務）

医療機関・生産性向上職場環境整備支援事業 事業収益（本来業務）

医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業 事業収益（本来業務）・前受収益

医療機関原油・原材料価格高騰等対応設備導入緊急支援事業 特別利益

　3.基本財産の前会計年度末残高、当該会計年度の増加額、当該会計年度の減少額及び当該会計年度末

（単位：千円）

区分 令和８年３月３１日現在　（千円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

計 95,727

9,920
新潟県

厚生労働省

新潟県

6,591

8,352

現金及び預金 6,591 - -

1,867

6,688
新潟市

58,360

10,540

計 107,500

内容 交付者 交付額 貸借対照表等への影響

退職給付債務の期首残高 603,176

退職給付費用 26,112

退職給付の支払額 52,018

区分

退職給付債務の期末残高 577,270

区分 令和８年３月３１日現在　（千円）

令和８年３月３１日現在　（千円）

退職給付会計適用時差異（その他の特別損失） 81,387

簡便法による退職給付費用 26,112

退職給付債務 577,270

退職給付会計適用時差異の未処理残高 86,498

退職給付引当金 490,772


